
子どもたちの学びの選択肢を
多様化するための社会のリソース活用

経済産業省 教育産業室
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現代・未来社会の探究テーマ・支援人材等を拠出
（自動車・金融・エネルギー・化学・製薬・食・・）

学習塾・通信教育
EdTechサービス
校務支援サービス

スポーツ・音楽・
プログラミング等の教室

サード・プレイス

融合領域

学校教育 民間教育サービス

産業界・大学・研究機関

経産省と教育？

探究学習・キャリア教育
地域課題解決型の学び
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デジタル化時代(一人一台端末、インターネット環境整備)

における学びの変容

⇒学びの探究化・STEAM化 (＝学際探究)
 価値を「創る」ために「知る」学びへ

⇒学びの自律化・個別最適化（＝自己調整）
 各自が自分のペースを作り、主体的に学ぶ
 誰一人取り残さず・留め置かない学びへ

デジタル化により、これまで教育現場でニーズがあっても難しかったことが技術的には可能に
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

「未来の教室」
第一次提言

「未来の教室」
ビジョン

STEAM検
討WG
中間とりまと
め

地域×
ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ産業研究会
最終提言
(未来スポーツビジョン)

初期コンセプトの策定 コンセプトの具体化 個別コンセプトを深掘り 個別コンセプトを深掘り
(続き)

これまでの実証成果をとり
まとめ

探
究

S
T
E
A

M

自
律

個
別
最
適

ス
ポ
ー

ツ

コ
ン
セ
プ
ト

策
定

産業構造審議会
教育イノベーション
小委員会
中間取りまとめ

・「未来の教室」実証事業：学びの先進事例の「創出」
2018年度～：経済産業省
「学びの個別最適化」＝自分のペースで学べる学習環境
「学びのSTEAM化」＝学際研究のできる学習環境

・「GIGAスクール構想」
：全国一斉・国費で「１人１台端末」
環境を創出
2020、21年度：文部科学省・「EdTech導入補助金」

及び「探究的な学び支援補助金」
：既存民間教育サービスの「普及」
2020年度～：経済産業省

コロナ発生
一斉休校

「未来の教室」事業の歩み



１．学びを取り巻く環境変化と目指す姿
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✓ 日本の学力は世界トップレベルである一方、子どもたちの主体性の低さ等が指摘され
てきた。

✓ 社会環境が大きく変化する今、主体的に動き、イノベーションを起こすことのできる多
様な人材が必要であるとされている。

✓ 政府も、デジタル化の進展とともに、多様な人材の育成を後押ししてきたが、よりその
動きを加速させるためにも、「共助」を通じて、多様な学びの選択肢が用意された環
境の整備が急務。

本ページ以降は「イノベーション創出のための学びと社会連
携推進に関する研究会報告書（概要版）」より抜粋
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１．学びを取り巻く環境変化と目指す姿

(1)社会構造の変化と多様な人材の必要性

（参考・引用）内閣府「科学技術基本計画」（2016年1月22日閣議決定）、内閣府「Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関する政策パッケージ」（2022年6月2日総合
科学技術・イノベーション会議決定）、一般社団法人日本経済団体連合会「「次期教育振興基本計画」策定に向けた提言」（2022年10月11日）、公益社団法人経済同友会「価値
創造人材の育成に向けた教育トランスフォーメーション（EX）」（2023年4月5日）、一般社団法人新経済連盟「次世代教育の実現に向けた政策提言」（2024年4月18日）

⚫ 昨今、国際的なデジタル化とグローバル化、また国内での少子高齢化はさらに進展し、
日本の社会環境は大きく変化し続けている。

⚫ 政府全体や経済界においても、社会構造の変化に伴い、多様な人材の必要性が共
有されている。

• 知識や価値の創出プロセスが大きく変貌し、経済や社会
の在り方、産業構造が急速に変化する大変革時代が
到来している（科学技術基本計画 ）

• 一人ひとりが当事者意識を持ち、他者と協働しながら新
たな価値創造を生み出すことが求められ、これまでの工
業化社会とは違う「思考・発想」が求められている
（Society 5.0の実現に向けた教育・人材育成に関す
る政策パッケージ）

• 変化の激しい時代にあって、生涯に
わたって主体的に学び続け、グロー
バル感覚を身に付けつつ、未来を
切り拓くことができる、多様な人材
の育成は極めて重要な国家的課
題である（日本経済団体連合
会）

• イノベーティブで有益性の高い価値
を創造するのは、多様性を有する
人材である。個の主体性を尊重し
た人材育成システムを自国内で構
築し、価値創造に必要な能力や経
験をもつ多様な人材を継続的に輩
出する必要がある（経済同友
会）

• イノベーションにより新たな価値を創
出し、日本の産業競争力を強化す
るためには、問題解決・社会実装
力を兼ね備えたアントレプレナー
シップを持った人材の存在が必要
不可欠（新経済連盟）

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kyouikujinzai/saishu_print.pdf
https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/088_honbun.html
https://www.doyukai.or.jp/policyproposals/uploads/docs/20230405%EF%BC%9A%E6%95%99%E8%82%B2%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A%EF%BC%9A%E6%8F%90%E8%A8%80_%E5%90%8D%E7%B0%BF%E4%BF%AE%E6%AD%A3.pdf
https://www.doyukai.or.jp/policyproposals/uploads/docs/20230405%EF%BC%9A%E6%95%99%E8%82%B2%E6%94%B9%E9%9D%A9%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A%EF%BC%9A%E6%8F%90%E8%A8%80_%E5%90%8D%E7%B0%BF%E4%BF%AE%E6%AD%A3.pdf
https://jane.or.jp/app/wp-content/uploads/2024/04/20240418nextgeneduv2.pdf
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１．学びを取り巻く環境変化と目指す姿

(3)特性・個性を伸ばす「多様な学び」の充実を通じた、主体性を持った当事者の育成へ

（参考・引用）文部科学省・国立教育政策研究所「OECD生徒の学習到達度調査 PISA2022のポイント」（2023年12月5日）、日本財団「18歳意識調査「第46回 –

国や社会に対する意識（6カ国調査）–」報告書」（2022年3月24日）

⚫ 世界の子どもを対象とした国際学力調査において日本は世界トップレベル。

⚫ 一方、日本の17～19歳で「自分で国や社会を変えられると思う」と回答する人は半数
以下。課題に対して主体的に取り組もうとする意識が相対的に低いことが分かる。国
内では、イノベーティブな人材育成が急務であり、自主性を持って学ぶことのできる、多
様な学びの選択肢が用意された環境が必要。

ＰＩＳＡ2022

日本は、ＯＥＣＤ加盟国（37カ国）のうち、数学的
リテラシー、読解力、科学的リテラシーすべての項
目において、世界トップレベル。

日本財団「18歳意識調査」

自身の将来や社会の関わりに関する多くの項目で、
日本は６カ国中最下位。主体性の低さが目立つ。

※「18歳意識調査「第46回 –国や社会に対する意識」を基に経済産業省作成

将来の夢を持っている

59.6%

多少のリスクが伴っても新し
いことに沢山挑戦したい

自分の行動で
国や社会を

変えられると思う49%
26.9%
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https://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/pdf/2022/01_point_2.pdf
https://www.nippon-foundation.or.jp/app/uploads/2022/03/new_pr_20220323_03.pdf
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１．学びを取り巻く環境変化と目指す姿

(4) 「共助」による学びの選択肢の多様化に向けて（1/2）

（参考・引用）経済産業省Ｗｅｂ調査、一般社団法人日本経済団体連合会1％クラブ「2016年度社会貢献活動実績調査結果」（2017年11月14日）を基に経済産業
省作成

⚫ 「多様な学びの選択肢」を充実させるためには、学校のみならず企業や個人など多様な
ステークホルダーが学びに関わり、社会全体で支えていくような共助の世界が望ましい。

⚫ 実際に、個人では、教育機関に寄附したい・検討しても良いと考える人が多く存在し、
企業でも、社会貢献活動のうち教育分野への関心が最も高く、共助の可能性は十分
にある。

Q.教育機関に寄附できる仕組みがあれば、
寄附しても良いと思いますか。

個人の教育機関への寄附意向 企業の教育分野への関心

• 企業の社会貢献活動実績調査結果では、分野別支
出割合は「教育・社会教育」が最多。

https://www.keidanren.or.jp/policy/2017/091_honbun.pdf


学びの土台と多様な学びが合わさることで
個別最適・協働的な学びが実現
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⚫ 価値創造型の人材育成には各個人の特性・個性を伸ばす「多様な学び」の充実が重要。

⚫ 税財源で措置する「公助」では、公平性の観点から「そろえる学び」が重視される傾向。公教育・学校におい
ても個別最適・協働的な学びへの転換や新たな技術・サービスの活用が図られているが、資源不足もあり意欲
ある学校・子どもの挑戦を積極的に支援することが困難なことが多い。

⚫ 受益者負担による「自助」では各個人に応じた「伸ばす学び」が行われることが多いが、各家庭の経済力等の
影響を大きく受ける。

⚫ 企業や地域社会、卒業生等との連携や民間資金を活用した「共助」の充実を図ることで、「公平性」を越えて、
社会全体で特性・個性を伸ばす「多様な学び」を充実させていくことが重要ではないか。

１．学びを取り巻く環境変化と目指す姿

(4) 「共助」による学びの選択肢の多様化に向けて（2/2）

学びの土台

多様な学び

全てのこどもたちに提供される学び

子どもの
特性・個性を伸ばし

主体性や創造性を育む学び

税財源でカバーし、全ての子どもに等しく提供される学び

各家庭の経済状況や希望に応じて子どもたちが享受する
学び（習い事・体験等）

自助

公助

社会との連携により、意欲ある学校・子どもの挑戦を積極
的に支援

共助



２．社会に開かれた学びの実装に向けた課題
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✓ 自治体・教育委員会・学校側と、教育への支援に関心のある企業・団体・個人側で、
それぞれ社会に開かれた学びの実装を阻む課題が存在する。

✓ 社会に開かれた学びの実装を促すためにも、第２章ではステークホルダーごとに抱える
課題を整理する。
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２．社会に開かれた学びの実装に向けた課題

(1)自治体・教育委員会・学校側の課題（1/2）

（参考・引用）経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第1回「資料３事務局資料」

⚫ 自治体・教育委員会・学校が外部と連携する際、①自前主義等を重視する文化・慣
習、②財政の裁量不足・硬直性、③連携等を担う人材・マッチングの不足等の課題が
存在。

文化・慣習の課題
⚫ 「自前主義」の文化・慣習。
⚫ 外部団体との連携や寄附の受入れに消極的。

財政の裁量不足、硬直性
⚫ 教育予算の大半を教職員人件費と設備・物品
関係予算が占め、外部サービスの活用等のため
の予算は極めて限定的。

⚫ 「単年度予算主義の原則」により、年度の途中
での柔軟な執行が困難。

⚫ 「一般競争入札」が原則とされ、安価な提案が
落札される傾向にあり、調達対象となるサービス
等の品質の担保が困難。

連携等を担う人材・マッチングの課題
⚫ 教育分野で新たな政策を企画し、予算化して
要求できる人材が教育委員会内に不足。

⚫ 外部連携の橋渡し役を担える内部の人材育成
が進んでいない。

⚫ 橋渡し役を外部から採用する際には、費用がな
い、役割が明確でなく上手に活用できない、採
用のコネクションがない、求める外部人材が少
ないなどの課題が存在。

相互に関連しあい、学校外との関係希薄に

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/001_03_00.pdf
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２．社会に開かれた学びの実装に向けた課題

(2)自治体・教育委員会・学校の課題（2/2）

（参考・引用） 文部科学省 「義務教育の在り方ワーキンググループ 中間まとめ」（2023年12月28日 中央教育審議会 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に
向けた学校教育の在り方に関する特別部会 義務教育の在り方ワーキンググループ）、一般財団法人三菱みらい育成財団「三菱みらい育成財団 研究レポート 2023「心のエン
ジンが駆動するとき」～助成事業を通じた分析ならびに提言～」(2023年6月）

･･･ＧＩＧＡスクール構想の下で、学習基盤と
してのＩＣＴ機器の整備が格段に進んだ環境
やデジタル技術・学習データを活用した学びの環
境を最大限に生かして遠隔授業を積極的に展
開することにより、一つの学校で全てを完結させ
る、又は学校内の資源だけで完結させざるを得
ない状況から生じる、学校運営の「自前主義」
から脱却し、一人一人に応じたより質の高い教
育を実現するため、コミュニティ・スクールの仕組
み（学校運営協議会制度）を生かすなど、家
庭や地域も含め、学校内外の教育資源を最大
限に活用していくことが重要である・・・
（中央教育審議会）

自前主義からの脱却が重視される一方・・ 裁量性のある「教育活動費」は限定的

学校教育費の支出項目別のうち、人件費が６～
７割と大半。建築費や設備・備品費、補助活動費、
債務償還費等も多く、教育活動費は限定的。

3.9％

3.8％

2.4％

学校教育費（学校別）の支出項目別割合（2020 年度）

https://www.mext.go.jp/content/20240119-mxt_syoto02-000033394_2.pdf
https://www.mmfe.or.jp/public/data/report2023.pdf
https://www.mmfe.or.jp/public/data/report2023.pdf


３．社会に開かれた学びの実装
（社会のリソース活用）に向けた様々な試み
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✓ 第２章で取り上げた課題を解決するため、各地域では、自治体や企業・団体のおか
れた状況や規模によって事情は異なるものの、様々な挑戦が行われている。

✓ 第３章では、大きく、自治体・教育委員会・学校を中心とした取組と、教育への支援
に関心のある企業・団体、また個人を中心とした取組を取り上げる。
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 ア 自治体・教育委員会の内部変革（1/2）

（参考・引用）経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第５回「資料２ 事務局資料」、デジタル庁「サービスカタログ及びモデル仕様書を活
用して調達するための手引き」

⚫ 各地で学びの選択肢の充実に挑戦する事例があるが、まず、教育に関する計画策定や、予
算確保に向けた財政部局と教育委員会との連携、また予算・人的資源の効果的な活用
の検討など、自治体・教育委員会の内部変革から取り組んでいる事例も多い。

【加賀市教育委員会】

• “Be the Player”をスローガンに掲げ、教育
長が学校教育のビジョンを様々なメディアを通
じて積極的に発信し、社会からの支援を呼び
込んでいる。

【デジタル庁】

自治体の計画・ビジョン策定と発信 予算・人的資源の効果的な活用

【大阪府大東市】
• 市長や議会、財政部局との意思疎通を通じ
て、教育予算の優先順位を高めることがもたら
す効果について共通理解を深め、教育予算
の増加を実現している。

財政部局との密な連携

• デジタル庁では、自治体・教育委員会が容
易にデジタルサービス／システムの情報を得ら
れるよう教育ＤＸサービスマップを構築。

• 教育分野を含む
デジタルサービス
の調達支援のた
め、推奨機能等
を抽出したモデル
仕様書を作成し
公表。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/005_02_00.pdf
https://digiden-service-catalog.digital.go.jp/pdf/20240116.pdf
https://digiden-service-catalog.digital.go.jp/pdf/20240116.pdf
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 イ 地域活性化関連施策の教育分野での積極活用（2/4）

（参考・引用）経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第５回「資料２ 事務局資料」 、さいたま市「（令和5年6月27日発表）寄附者が
応援したい学校や教育施策を指定して寄附を行うことができる「さいたま MY SCHOOL ファンド」を実施します」、神石高原町「神石高原町のファンになってください！」

⚫ 我が国では、平成20年度より、自治体に寄附することで一定の税控除を受けることので
きる「（個人版）ふるさと納税制度」が整備され、寄附額は増加傾向。

⚫ この制度を利用し、公立校や地域の団体等を個別に指定して寄附することを可能とし
たり、クラウドファンディングを行う自治体が増えている。

【鎌倉市・戸田市】

• 個人版ふるさと納税を活用し
てクラウドファンディングを実
施。鎌倉市は令和５年度に
約1,100万円の寄附を集め
た。

• 集めた寄附金で意欲ある学
校の取組等を支援。

• 条例を制定して基金化し、
年度を越えて執行可能に。

【さいたま市教育委員会】
• 寄附者は、ふるさと納税制
度を活用して、個別の学校
を指定して寄附することが可
能。

• さいたま市教育委員会は、
個人が学校を指定して寄附
した金額と同額を、指定され
た学校に配当。

【神石高原町】

• 個人版ふるさと納税の寄附金の
使い道を、町の事業のほか、寄附
を希望する町内ＮＰＯ法人や学
校法人等に指定することができる。

• 寄附金の88％が指定された団体
及び法人に交付され、残り12％
は町が行う事業に充当される。

• 寄附を受けた団体等は寄附対象
事業の内容や成果を報告書とし

て公開。

自治体によるクラウドファンディング 学校を指定したふるさと納税 地域団体を指定したふるさと納税

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/005_02_00.pdf
https://www.city.saitama.lg.jp/006/014/008/003/012/003/p098033.html
https://www.city.saitama.lg.jp/006/014/008/003/012/003/p098033.html
https://www.jinsekigun.jp/town/formation/mirai/machi/furusatonouzei/
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 イ 地域活性化関連施策の教育分野での積極活用（3/4）

（参考・引用）内閣府地方創生推進事務局「企業版ふるさと納税」、経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第４回「資料3 株式会社ダ
イセル 研究開発事業創出センター長 能勢様・マテリアルSBU事業推進室長 藤堂様提出資料」及び「資料5 株式会社ニコン日総プライム 代表取締役兼社長執行役員 吉田様
提出資料」

⚫ 企業版ふるさと納税では、企業が自治体の地方創生プロジェクトに寄附する際に寄付
額の最大約９割が税額控除される。令和２年度には人材派遣型も追加。この制度を
活用して、公営塾やコーディネータ等を充実させる自治体も存在。

【鹿児島県和泊町】

• 株式会社ダイセルが、令和４年度に1.5億円の寄
附を行い、和泊町が「”みらいの科学者”共創プロ
ジェクト」を立ち上げ、企業版ふるさと納税の寄附対
象事業に指定。令和５年度から令和９年度までの
５年間で特色ある体験型教育プログラムを実施。

• 企業版ふるさと納税では、企業が自治体の地方創
生プロジェクトに寄附した際に税額控除する仕組み
で、最大で寄附額の約９割が軽減される。

特定の教育充実事業に寄附

【山梨県都留市】
• 株式会社ニコン日総プライムより企業版ふるさと
納税（人材派遣型）を活用して人材を都留市
に派遣し、市が新たに取り組む「探究型学習」の
実現に向けたコーディネート業務を担当。

• 企業が企業版ふるさと納税に係る寄附を行った年
度に、当該企業の人材が寄附先の自治体に従事
する際の人件費に寄附額を充てることが可能。

自治体に人材派遣

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/portal/pdf/R3panph1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_05_00.pdf
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 ウ 公的資金の有効活用（2/2）

（参考・引用）名古屋市「中学生向けキャリア教育プログラムと連携した「起業家教育授業（中学生）」の実施について」（2024年5月20日）、長野市「子どもの体験・学び応援事業
（「みらいハッ！ケン」プロジェクト）」

⚫ 自治体が域内における「伸ばす学び」を充実させるにあたっては、教育委員会以外の部
局が果たす役割も大きい。

⚫ アントレプレナーシップ教育や、放課後の体験・学びの選択肢確保のためのポイント事業
等を、教育委員会と連携をとったうえで首長部局が中心となって実施する自治体も存在。

【名古屋市】

• 教育委員会ではキャリア教育について民間人材活用や企業
連携などに積極的に取り組んでいるが、教育委員会で完結す
るのではなく、他部局との連携した施策の実施にも前向きに
取り組んでいる。

• 経済局イノベーション推進部が学校外で取り組んできた起業
家人材育成事業について、中学生に対して学校現場でも起
業家教育を提供できるよう2024年度から連携を始めた。

【長野市】

• 子どもの体験や学びの多様な選択肢を確保するため、市内に
居住する小中学生全員に対して、市の登録を受けた体験プ
ログラムや習い事に活用可能な年間３万円相当のポイント
を配布する「みらいハッ！ケンプロジェクト」を実施（学習教室
や家庭教師などの学習指導を行う習い事は、中学生のみに
限定）。

• 事業は長野市の「こども未来部こども政策課」が教育委員会
など全庁的に連携して実施している。

区分 対象 概要

起業家入門
プログラム

小学生
等

• ゲームを通じて社会・経済の仕組みを学
ぶワークショップ等

IT・AI活用
プログラム

中高生 • IT・AIを活用したプログラミング学習
や課題解決ワークショップ等

起業家教育
授業

小・中
学生

• 教育委員会と連携し、学校現場における
キャリア教育の一環としての起業家教育

（主なプログラム）

市の登録を受けた教育事業者等
が提供する継続的教育サービス
• 文化・芸術教室
• スポーツ教室・団体
• 学習教室（中学生のみ）
• フリースクール、発達支援 等

市の登録を受けた団体・個人
が提供する単発プログラム
• 自然体験・社会体験
• スポーツ・運動
• 文化・芸術
• 無料プログラム（企業が社

会貢献等で行うプログラム）等

（ポイントの対象となるプログラム）

習い事 体験プログラム

https://www.city.nagoya.jp/keizai/cmsfiles/contents/0000175/175006/houdusiryou.pdf
https://www.city.nagano.nagano.jp/n115500/contents/p006162.html
https://www.city.nagano.nagano.jp/n115500/contents/p006162.html
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 エ 財政的な自由度の向上（1/2）

（参考・引用）経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第1回「資料４高橋委員提出資料」及び第4回「資料４ 大阪府教育委員会教
育長 水野様提出資料」

⚫ 財政上の制約がある中で必要なリソースを確保するため、受け入れやすい物品提供の
受け付けを増やす取組や、寄附金を柔軟に受け入れ年度を超えて活用するための基
金設置など、様々な工夫を凝らしている。

【大東市教育委員会】

• 教育委員会が、各学校や教育委員会各課
から聴取したウィッシュリスト（欲しいものリス
ト）を把握し、地域の企業から物品寄附の申
し出があった際、マッチングをサポートしている。

• また、教育委員会のソフト事業へのネーミング
ライツを設定し、支援企業を募集。

（対象事業）

✓ 不登校児童生徒への居場所提供

✓ 中学生の英語検定の取得促進

✓ 特別支援学級の生徒への音楽療法

✓ 運営を地域に移管した中学の部活動

✓ 学校での安全・防犯指導

【鎌倉市教育委員会】

• 教育委員会が各学校から実施希望を集約し、
プロジェクト化したうえで、株式会社トラストバンク
が提供するクラウドファンディング型でふるさと納
税を募る仕組み「ガバメントクラウドファンディン
グ®」で掲載し寄附を募集。

• 寄附金は、条例に基づく基金「鎌倉スクールコラ
ボファンド」に積み立て、事業実施を希望する学
校に配分。必要に応じて企業等とのマッチングも

教育委員会がサポート。

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/001_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/004_04_00.pdf
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３．社会に開かれた学びの実装（社会のリソース活用）に向けた様々な試み

(1)自治体・教育委員会・学校を中心とした取組 エ 財政的な自由度の向上（2/2）

（参考・引用）経済産業省 イノベーション創出のための学びと社会連携推進に関する研究会第2回「資料５山下委員提出資料」及び第５回「資料２事務局資料」

⚫ 外部団体と連携することで、学びの多様化に取り組む自治体も存在。外部団体は、自
治体と比較して多様な資金調達手法をとることができるほか、自治体のように人事異動
の影響を受けにくい等の利点があり、取組の持続性が高まることが期待できる。

【香川県三豊市】

• 放課後の多様な学びの機会の充実を図るた
めの改革を、スピード感を持って行うため、三
豊市文化・スポーツ振興事業団を設立。

• 今後、当事業団に必要な費用を「基金」から
充当するモデルも検討。基金では、ふるさと納
税を含む民間企業による出資金をプールした
資産を運用することで、安定財源となることを
目指している。

【長野県】

• 自治体とは独立した、（公財）長野県みらい
基金が運営する「長野県みらいベース」を寄附
の受け皿として整備。

• 年度を越えた柔軟な支援が可能となるほか、
個別団体のクラウドファンディング実施の伴走
支援など、自治体自身では難しい、きめ細や
かで直接的な支援を実施。

三豊市

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/002_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/innovation_creation/pdf/005_02_00.pdf


４．共助の拡大と学びの多様化に向けて
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✓ 第3章で紹介した実践の積み重ねを基礎に、第4章では「共助」の取組を拡大させる
ため、これから産官学が連携して取り組むべきことを整理した。



ファンドレイジングの多様化・深化

⚫ 現状、多くの教育関係のファンドレイズでは①
寄附額が十分に集まらない、②継続的な寄
附の確保が困難、という課題を抱える。

⚫ 課題解決のため金融手法等も活用したファン
ドレイジング手法の多様化・深化を図るべき。

✓ 定量・定性両面でのインパクト可視化による企業・社
会への価値訴求

✓ テーマ別、地域別で企業群を形成しつつ資源提供を
行うスキーム

✓ 信託等を活用し、集めた寄附等を運用して運用益
を分配する手法の検討

✓ 「マンスリーサポーター」等の継続寄附の工夫や教育
分野への生前贈与・遺贈寄附を増やす方策の検討
等

卒業生を通じた持続性向上

⚫ 教育の最大の受益者は卒業生。その変化・成
長を把握し可視化することは重要。

⚫ 卒業生とのネットワークを形成することで、教育
投資を受けた卒業生自身が、母校等の教育に
関与・貢献することや、将来的に教育投資の出
し手となることが期待できる。

⚫ 短期間で人事異動が行われる公立校等では、
卒業生を巻き込む取組はこれまで活発には行
われていなかった。効果的に卒業生を巻き込み、
資源還流を促す方策を検討すべき。

21

⚫ 教育分野において、ヒト・カネの還流による資源の継続が重要。

⚫ このため、金融手法等を活用したファンドレイジングの多様化や、卒業生との関係維持・
構築等を通じた資源還流の方策を検証し、資源の継続性向上を図るべきではないか。

４．共助の拡大と学びの多様化に向けて

(2)教育分野への資源還流の拡大・持続性向上



自治体・学校と民間をつなぐ人と場の創出

⚫ 人材育成・流動化の促進
✓ 民間から教育分野に参入する外部人材、自治
体で官民連携を担う人材の育成・確保が必要。

✓ 教育分野における官民連携を担う人材の確保
やコミュニティ形成に向けた実証事業、連携時の
留意事項の整理等を行うべき。

⚫ テクノロジーや既存資源・施設等の有効活用
✓ 教育サービスの質・多様性や事業の持続性を高
めるため、オンラインサービスや生成ＡＩ等のテクノ
ロジー、既存資源・施設の有効活用が重要。

✓ オンラインサービス等の公共調達の方法や、休
日・放課後の学校施設等を活用したサービス提
供事例や留意点等について、整理・検証すべき。

⚫ 教育分野における官民連携や資源獲得に当たっては、自治体・学校と民間企業・個人
をつなぐ人材育成や場の創出が重要。また、ヒト・モノ・カネの循環を促すためには、子ども
たちの成長と社会の共感を両立させる魅力的なサービスの存在が不可欠。

⚫ 上記の観点から、先進事例・取組を進める上での留意点の整理、新たな学びの創出と
その事業の継続性を確保する方策についての調査・実証を進めていくべきである。

「共助を促す新たな教育サービス・環境」の創出

⚫ 「共助」が生まれる前提として、子どもたちの成長と社
会の共感を両立させる魅力的なサービスの存在が
不可欠。

⚫ 資源確保の策とあわせて魅力的なサービスやサービス
が生まれる環境の実現・持続可能性について検証を
行う。

 自治体が中間支援を担う外部団体と連携し、地域全
体の学びの選択肢の拡大、ヒト・カネ双方の持続可能
性を実現する取組

 企業等との連携が促進される学びのテーマ・サービスや、
オンライン等を活用して学びの選択肢を拡大する取組

 生成ＡＩをはじめとした新技術を活用し、個別最適な
教育支援サービス・カリキュラムを実現する取組 等

４．共助の拡大と学びの多様化に向けて

(3)「多様な学び」やそれを支える人と場の創出
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⚫ 公教育と社会の連携のためには、多様な学びの創出を支援し、自治体・学校と繋ぐ「地域の中間支援組織」
と、教育への関与・貢献意欲を持つ企業・個人等と各地域を繋ぎ、教育分野への資源還流を担う「全国的な
伴走支援組織」の双方の存在が望ましい。どのようなモデルであれば全国に潜在的に存在するヒト・モノ・カネと
いった資源を持続的に獲得し、多様な学びを継続して提供可能となるか、実証事業等を通じた検証が必要。

⚫ 各地域における実証、実践知の共有、マッチング等を通じて、条件不利地域や経済的困難を抱える家庭の子
どもであっても多様な学びの選択肢にアクセスできる環境が持続する、学びのエコシステム構築を目指す。

４．共助の拡大と学びの多様化に向けて

(4)公教育と社会が連携したエコシステム構築

資源提供者からヒト・モノ・カネの提供

地域間をつなぐ
• 他地域のノウハウ・好事例の共有
• 教育活動の共同実施 等

地域コミュニティと全国の活動
をつなぐ（伴走支援）
• 域内で不足している人材や資
源を域外から調達

• 域外の様々な機会を地域
ニーズに合致するようアレンジ

社会と学校をつなぐ
• 放課後の選択肢の提供
• 学びの充実支援
• 年度を越えた事業実施
• 企業・卒業生等との連携
• ファンドレイズ 等

全国的な伴走支援組織

人材支援 ファンドレイズ
教育サービス
提供・伴走

地域の中間支援組織

地域の中間支援組織

自治体・学校

卒業生 大学

地元企業
金融機関
メディア

NPO・
地域団体

地域の中間支援組織

地域の中間支援組織

地域の中間支援組織

金融機関・メディア等の関与
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事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

我が国が深刻な人手不足に直面する中、国民の生活を支える
社会インフラとしての機能も有するサービス産業、小売・流通業等
を維持するためには、省人化・省力化による生産性向上や、企
業における多様な人材の活躍に向けた環境整備、多様なニーズ
に応える先行的な人材投資等、人手不足解消に向けた取組が
急務。このため、（１）流通・物流における省力化・生産性向
上の推進事業、（２）個人のライフイベントとキャリア形成の両
立を支える家事支援サービスやライフデザインサービスの導入促進
に資する広報事業、 （３）価値創造型人材を育成するため、
子どもたちに多様な学びの選択肢を提供できるエコシステム構築
を行う実証事業、を行う。

成果目標・事業期間

（１）令和12年度までに、荷主事業者が物流業務の改善を進
めることによる営業用トラックの積載効率44％を目指す。

（２）令和８年度までに、企業における福利厚生導入割合
10％、個人の利用割合5％を目指す。

（３）令和9年度までに実証を行った学校や自治体、事業者の
内75件が他の学校や自治体に成果を横展開することを目指す。

事業概要

（１）流通・物流における省力化・生産性向上の推進事業

人口減少・人手不足に直面する中、作業の効率化に加え、流
通網を維持するため、レジリエンスの観点も含めた生産性向上、
幅広い企業・業種間の協調を図るべく、実証事業等を行う。

（２）ライフステージを支えるサービス利用環境整備事業

企業・個人双方において、家事支援サービス・ライフデザインサー
ビスの活用に繋がる機運醸成を図るための広報事業を行う。

（３）学びと社会の在り方改革推進事業

教育サービス事業者等民間企業と自治体・教育委員会等が
連携して行う、教育資源の確保や多様な学びの選択肢の拡大
を実現するための実証事業等を行う。

サービス産業、小売・流通業等の持続的発展を支える基盤整備事業

令和7年度概算要求額９.４億円（８.５億）
（１）商務・サービスグループ消費・流通政策課、物流企画室

（２）商務・サービスグループサービス政策課

（３）商務・サービスグループサービス政策課教育産業室

（１）～（３） 国
委託

民間企業等
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